
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成31年度 事 業 報 告 書

生定土賞」活動法人 PHl.lp

1 事業の成果

ントを請首Jど
は N`PO財政の健全化を柱に活動計画を立案し、講演会や専門家養成講座、見学会等の幅広いイベ

10月 と1月 に開催した CPHCフエ~ズ 1・ 2は、パッシプハゥスコンサルタント養成講座として国内最初の企画であり、次年度以降フエ~ズ 1、 フエーズ 2と予定している。6月 には、WUFI RuS、 3月 にはWUFI肝oの講習会を開催した。この計算ソフトはパッシブハウスの設計には欠かせない外皮の防露、調湿性能を評価するものであり、新建材の開発にとっても重要な役割を果たすとして活用の期待も大きい。
12月 には米国ワシントンDC開催された北米パッシプハゥス会議に 7名が参加、カンファレンス、見学会を通して米国内での高性能住宅づくりについて理解を深めた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 666.103 】千円)
定款に記載

された

_事業名
事業内容 日時 場所

従事者

人数

受益
対象者

範囲

受益

対象者

___■数

事業費
(千 円)

高断熱。高気密建築
の教育・普及活動お
よび、高断熱・高気
密外皮で構成される
住宅・ビル等の建設
を支援量 事業

WUFI Plus講 習会
令和元年

6月 5日
八重洲ホール 3 10人 6人 76.9

同上
総会記念セミナー

令和元年

6月 6日
人重洲ホール 3 30人 26ノ、 124.32

同上

CPHCフェーズ 1-1

CPHCフエーズ 1-2

令和元年

10月 3日

令和 2年

1月 15日

NATULUCK

茅場町会館

京都市大学

のまち交流セ

ンター

3 10人 9人 140.003

同 上
秋季セミナー

令和元年

10月 3日

NATULUCK

茅場町会館 3 20人 17人 121.28

同 上
WUFI PrO講習会

令和 2年

3月 10日

(株 )明 光建

商会議室
3 20人 13人 203.60

国内および海外の
建築技術の調査活
動および大学・研究
機関との共同研究
に関する事業

北米′ヽ・ッシプハウス会議と周辺施設
視察

令和元年

12月 4日 ～

11日

ワシントンDC 3 7人 7人 0



(2)その他の事業
(事業費の総費用 【    】千円)

たさ
事 事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

平成31年度 活動計算書 (その他事業が∠迅
`上

場合)

事 業 報 告 用

非営 ]L二人 PHIJP

___金 _三頭

「

~~
___畳 二 釧

~

正会員受取会費
賛助会員受取会費

1,430,000
450,000

―
=‐

・‐‐・ ■1:]IU露恩薄

'■T=「TTT爾

受取補助金

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益

703,000

セミナーの懇親会
120,000

旅 交 費通費

料講師

消耗 品

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

.― 会議費
165,760
186,100
201,642

8,634
316,410
113.523

‐_印刷製本費

=雑費

|・

~一―‐理 :画

費旅 通交 費

水道 光 費熱

信通 搬運 費

地代家賃
雑費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

―■ |,FT■・
1.281

16,380
138,321
568,200

3,420

983.329

売 益

過年度損益修正益

売

災害損失

98,31D
及 び 業税人 住

980.329



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成31年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 PHIJP

金

産

1,582,260
356,400

‐
1‐

車両運 搬 具

什器備

ソフ トウェア
借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金
1,535,022

預 り金

長期借 入 金

退職給付号| 当金

味 -579 691

983

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 1,938,660

櫻晰饉漑隕爾痣鶉

●
一



式 16

1.重 要な会計方針

28

平成 31年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特 非営 活動 人 PHIJP

NPO法人会計基準協議会)

計算書類の作成は、押0法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています

(2)固定資産の減価償却の方法
対象資産なし

(3)引 当金の計上基準
対象計上なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サ~ビスの受入れは、活動計算書に計上しています

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によって行つています

事業別損益の状況

科 目

高 ・高気
1密建築の教
育・普及活動
および、高断
熱・ 高気密外
皮で構成 され
る住宅・ ビル

等の建設を支
る事業

お よ

外の建築技術
の調査活動お
よび大学・研
究機関との共
同研究に関す
る事業

の保全に
素がる各種技
術の紹介と普
及に関する事
業

会報およびi戻

像出版物等に
よる情報提供
に関する事業

びに物品の斡
旋および販売
などの事業収
益

の提

管理部門 合 計

００

００

1,880,000 1,880,000

120 000

703,000

823 000
1 000

141,290

186,100

14,914

201,642

8,634

113,523

24,470

1,281

568,200

16,380

301,496

138,321

3,420

165,760

187,381

568,200

16,380

316,410

201,642

138,321

8,634

116,943

666,103 053 568 1,719,671

3 568 719 671

・ 受取会費
・ 受取寄附金
・ 受取助成金等
.事業収益
・ その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
水道光熱費
印刷製本費
講師料
通信運搬費
消耗品
雑費

その他経費計
経常費用計

当 常増減額

経 収益

15
432 3293

聾m園囮



3 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。したがつて使途が制約されていない正味財産は   円です。

事 所賃
コ ピー 301 496

568,200 所の一 用 率を 受事
コ ピ ー

_[=~ 期首残高
~

当期増加額 当』減少洒 _塑末残高

計

_科 目 塑宣取得価額 ____」述尋 減少 末 メ価償却累計額

車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

有形固 資産

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
事業費と管理費の按分方法

_科 目  ~ 二盤首残高 当期借入

___埜 量

■賜鬱罪調

科 目
計算書類 |[

計上 された
_ 金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
ユ .との取引

(活動計算罰
~~~~

活動計算書計
(貸借対照表)

__」塾宣量]、表計

8

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成31年度 財産目録
事 業 報 告 用

非 営 i*  PH I JP

103.017
1.479,243

356,400

産

現金預金

会費未収金
・ .未収金

手元現金
ゆうちよ銀行普通預金

車両運搬具
事業用車両

什 ):, =:..
品

ンフトゥェァ
オペレ~ン ョンシステム
文書編集ソフト

僣地権   ~
OO市事業所

OO銀行

金

敷金
00市事業所

【A】 責 産 合 計 ①+②
1,908.

1,535.022

預り金
源泉徴収税

退職給付弓当金

職 員

長期借入金
OO銀行借入金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④
1.535.022

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

蒻鶴
=璽

膨::調簸麗腰:

―
R■

攣爾饉醸爾爾 爾艤鶴祗 繭甕願霊圏薗
鶴爾醸爾醸

田目醸目饉躍
爾饉饉鶴饉瞼

爾国霞日鷹踵 圏目目■目日

■回回

未払金



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成31年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事彙年度における報酬の有無を記載した名簿)

H P

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

■以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関
■各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21

係 )

条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間
(該 当者のみに記入)

氏    名

1 ③ 事・監事

シバイタ  ヒテ
゛
キ 平成31年 4月 1日

Af[2+B E 3l E

年

年

月

月

日

日
芝池 英樹

2 0事 。監事

シオタニ  アキフミ 平成31年 4月 1日

+fE2+3ABra

年

年

月

月

日

日
塩谷 昭文

3 0事・監事

オオハシ  シュウシ
゛

+Ft3l+48 l E

+to2+3E 3l E

年

年

月

月

日

日
大橋 周二

4 ①事・監事
t\IY l^'zY

林 和義

平成31年 4月 1日

etu2+38 3l E

年

年

月

月

日

日

5 (罰)事・監事
l\,1r" カス・ヒロ

龍 島 弘

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

6 0事・監事

マ ヒロシ

美馬 弘

平成31年 4月 1日

+to2+3r 31 E

年  月  日

年  月  日

7 ③事・監事
ナオエ モリヤス

直江 守泰

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

8 ③事・監事
オカタ・  サヨ

岡 田 早代

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

9 ③事・監事
クロカワ イス

・
ミ

黒川 いずみ

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

10 ①事・監事
ホシノ  シシユキ

星 野 敏 之

平成31年 4月 1日

6tu2+38 3l E

年  月  日

年  月  日



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

(フ リガナ)役 名
どちらかにO

氏   名
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間
(該当者のみに記入)

オノテ
・

ラ  トシャ
11 0事・監事

小野寺 年也

+fr31+4A ra

4'f!2+3i 3l E

年  月  日

年  月  日

ササキ  タカシ
12 ①事・監事

佐々木 隆

平成31年 4月 1日

4to2+38 31 E

年  月  日

年  月  日

とロオカ  クニフネ
13 理事・0事

廣岡 国船

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

14 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年

　

年

月

　

月

日

　

　

日

15 理事・監事

【
ロ

年

　

年

月

　

月

年  月  日

年  月  日

16 理事・監事
［
ロ年

　

年

月

　

月

年  月  日

年  月  日

17 理事・監事
年

　

年

月

　

月

年  月  日

年  月  日

18 理事・監事
年

　

年

月

　

月

年  月  日

年  月  日

19 理事・監事
年

　

年

月

　

月

年  月  日

年  月  日

20 理事・監事

日

年

　

年

月

　

月

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち lo人以上の者の名簿)

特 定非営利活動法人 PHI JP

氏    名 住 所 又 は 居 所

芝池 英樹

2 塩谷 昭文

3 大橋 周二

4 林 和義

5 直江 守泰

6 配島 一弘

『
′

星野 敏之

8 小野寺 年也

9 佐々木 隆

10 廣岡 国船

11

12


